
徳島県地域医療支援機構設置要綱

(設置)

第１条 徳島県は，関係機関及び団体並びに医療従事者等との連携，協力のもと，地

域医療体制を確保するために実効性のある各種施策を円滑かつ効率的に推進するこ

とを目的として，徳島県地域医療支援機構（以下「支援機構」という。）を設置す

る。

(所掌事項)

第２条 支援機構は，次の事項を所掌する。

（１）地域医療を担う医師の養成及び確保に関すること。

（２）医師派遣の調整に関すること。

（３）医療機関の機能分担と連携等の医療を提供する体制の確保に関すること。

（４）へき地保健医療対策実施要綱（平成１３年５月１６日付け医政発第５２９号）

に基づくへき地医療対策に関すること。

（５）その他地域における医療の確保・充実に関すること。

(地域医療総合対策協議会)

第３条 支援機構を運営し，前条各号に掲げる事項に関する検討，協議を行うため，

徳島県地域医療総合対策協議会（以下「協議会」という。）を置く。

(協議会の組織)

第４条 協議会の委員は，医療法（昭和２３年法律第２０５号）第３０条の２３第１

項に掲げる者の管理者その他の関係者のうちから，知事が委嘱する。

２ 委員の任期は２年とする。ただし，補欠の委員の任期は，前任者の残任期間とす

る。

３ 協議会に，会長を置く。

４ 会長は，委員の互選により定める。

５ 会長に事故あるとき又は会長が欠けたときは，あらかじめ会長の指名する者がそ

の職務を代理する。

(会議)

第５条 会長は，会務を総理する。

２ 協議会の会議は，会長が招集する。

３ 会議は，委員総数の２分の１以上が出席しなければ開くことができない。



４ 必要があるときは，会議に委員以外の者の出席を求めることができる。

(部会)

第６条 協議会に，医師派遣調整等部会（以下「部会」という。）を置く。

２ 部会に属すべき委員は，会長が指名する。

３ 部会に部会長を置き，会長が指名する。

４ 部会は，第２条第２号及び第４号に掲げる事項について協議する。

５ 部会は，協議した結果を協議会に報告する。

６ 前条の規定は，部会に準用する。

(事務局)

第７条 支援機構の庶務は，保健福祉部医療政策課において処理する。

(その他)

第８条 この要綱に定めるもののほか，支援機構及び協議会の運営に関し必要な事項

は会長が，部会の運営に関し必要な事項は部会長が，それぞれ別に定める。

附 則

この要綱は，平成１８年２月１日から施行する。

附 則

この要綱は，平成２０年８月２０日から施行する。

附 則

この要綱は，平成２１年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は，平成２５年４月１日から施行する。

附 則

この要綱は，平成２６年７月１７日から施行する。


